（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：財産管理費
	事業名　新　ぎふ建築担い手育成支援センター運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

都市建築部　公共建築課　県有施設耐震対策係　電話番号：058-272-1111（内3628）

　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11660@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　８，８３５千円（前年度予算額：   －　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,835
	0
	0
	0
	0
	0
	5
	0
	8,830

	決定額
	8,685
	2,271
	0
	0
	0
	0
	5
	0
	6,409


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
建築業界の技術者・技能労働者は高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題となっている。また、建築・電気設備・機械設備等の設計・施工すべての分野において、若年入職者が減少しており、今後の建築工事の品質確保にも大きな影響を及ぼす恐れがある。

このため、産学官が一体となり担い手の確保・育成の取組みを連携してできるよう「岐阜県建築担い手育成協議会」を設立し、活動方針を策定した。

この活動方針に基づき、建築業界団体、教育機関及び行政で実施される様々な事業を、連携あるいは協働で実施し、より効果的で効率的な担い手確保・育成事業とするためには、総合的な調整及び支援を行うことが必要となる。

（２）事業内容

「ぎふ建築担い手育成支援センター」を新たに設置・運営し、建築業界団体、教育機関で実施される様々な担い手の確保・育成に関わる事業の調整窓口を行うと共に、資格取得支援やキャリアアップの研修事業を実施すると共に、県外からの人材獲得のための事業、建築系行政職員のキャリアアップ事業を実施する。
【センターの概要】
　・開設：平成３０年４月

　・人員：３名（センター長１名、担当２名）※他に、事務補助員１名

　・営業：岐阜県庁の執務時間に関する規則　第１項に同じ
【業務内容】

　①魅力発信

　・建築業界の”しごと”への理解や関心の向上を図る活動を展開する。

　②活躍できる人材育成

　・建築業界の”しごと”に必要な資格取得、キャリアアップを支援する。

　③担い手確保

　・誰もが働きやすく、活躍できる職場環境づくりを図り・建築業界への入職促進、離職防止を図る。
（３）県負担・補助率の考え方

全額県負担
「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の改正（H26）では、担い手の中長期的な育成・確保が発注者の責務であるとされた。
（４）類似事業の有無
　　　無
	３　事業費の積算内訳
事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	賃借料
	2,540
	WS24事務室賃借料

	備品購入費
	334
	書庫、TV等

	消耗品費
	1,343
	什器、事務用品等

	役務費
	230
	電話架設、電話・郵便代

	光熱水費
	157
	電気代、空調代

	工事請負費
	1,160
	RENTAI設置工事等

	旅費
	986
	業務旅費

	賃金
	1,777
	雇員(1名)

	共済費
	308
	雇員(1名)

	合計
	8,835
	


	　決定額の考え方　
　事業内容を精査し、所要額を計上します。
　財源については、国庫支出金を活用することとします。




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　建築業界団体、教育機関及び行政で実施される様々な事業を、連携あるいは協働で実施し、より効果的で効率的な担い手確保・育成事業とするための総合的な調整及び支援を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　定性的な効果を目的とする事業であり、定量的な指標の設定は困難



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	建築業界における将来を担う人材の確保・育成は喫緊の課題であり、建築業界として確保・育成事業を効果的に実施して行くための総合調整機関としての必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	センターをより効果的に運営するには、「中小企業総合人材確保センター」、労働局及びハローワーク等との連携も必要となる。



（次年度の方向性）
	　建築業界、関係機関の意見や利用者のニーズを踏まえ、見直しを行いながらセンターを継続的に運営する。



